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第１ 福島第一原発事故で明らかになった使用済み核燃料ないし使用済み核燃料プ

ールの危険性 

１ 使用済み核燃料プールからの放射能汚染による最悪シナリオ 

（１）使用済み核燃料は，原子炉から取り出された後の核燃料であるが，なお崩

壊熱を発し続けているので，水と電気で冷却を継続しなければならないとこ

ろ，その危険性は極めて高い。 

（２）福島第一原発事故においては，４号機の使用済み核燃料プールに納められ

た使用済み核燃料の冷却機能が喪失し，この危険性ゆえに近藤駿介原子力委

員会委員長（当時）が想定した避難計画が検討された。 

原子力委員会委員長が想定した被害想定のうち，最も重大な被害を及ぼす

と想定されたのは使用済み核燃料プールからの放射能汚染であり，他の号機

の使用済み核燃料プールからの汚染も考えると，強制移転を求めるべき地域

が１７０ｋｍ以遠にも生じる可能性や，住民が移転を希望する場合にこれを

認めるべき地域が東京都のほぼ全域や横浜市の一部を含む２５０ｋｍ以遠に

も発生する可能性があり，これらの範囲は自然に任せておくならば，数十年

は続くとされた。（甲Ｃ３９・１５頁） 

（３）このような「最悪シナリオ」は，日本の原子力委員会委員長のみが想定し

たものではなかった。 

米国が福島第一原発事故の初期の数日間に行った分析では，３号機と４号

機の使用済み核燃料プールから約５９０ペタベクレルのセシウム１３７が放

出されると推定された（この量は，福島第一原発事故において実際に放出さ
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れたと推定されているセシウム１３７の量の約３０倍である。）。また，個人

の被ばく線量は，放出後最初の９６時間で，東京にまで至る地域（約２００

ｋｍ）において１０ミリシーベルトを超えるというものだった。（甲Ｄ１３・

１１９５頁） 

実際，米国は，在日米国人に対し，福島第一原発から５０マイル（約８０

ｋｍ）圏内からの脱出を呼び掛けた（甲Ｃ１０・１６０頁） 

（４）平成２３年３月１１日当時４号機は計画停止期間中であったことから使用

済み核燃料プールに隣接する原子炉ウェルと呼ばれる場所に普段は張られて

いない水が入れられており，同月１５日以前に全電源喪失による使用済み核

燃料の温度上昇に伴って水が蒸発し水位が低下した使用済み核燃料プールに

原子炉ウェルから水圧の差で両方のプールを遮る防壁がずれることによって，

期せずして水が流れ込んだ。また，４号機に水素爆発が起きたにもかかわら

ず使用済み核燃料プールの保水機能が維持されたこと，かえって水素爆発に

よって原子炉建屋の屋根が吹き飛んだためそこから水の注入が容易となった

ということが重なった。（甲Ｃ１０・１５９～１６１頁） 

そうすると，４号機の使用済み核燃料プールが破滅的事態を免れ，最悪シ

ナリオが現実のものにならなかったのは僥倖といえる。 

 

２ 福島第一原発事故から学ぶべき教訓 

（１）福島第一原発事故から学ぶべき教訓としては，まず，使用済み核燃料にお

いても破損により冷却水が失われれば冠水状態が保てなくなるのであり，そ

の場合の危険性は原子炉格納容器の一次冷却水の配管破断の場合と大きな違

いはないということである。むしろ，使用済み核燃料は原子炉内の核燃料よ

りも核分裂生成物（いわゆる死の灰）をはるかに多く含むから，被害の大き

さだけを比較すれば使用済み核燃料の方が危険であるともいえる。 

（２）そして，次に，福島第一原発事故から学ぶべき教訓としては，福島第一原
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発事故で実際に生じたように使用済み核燃料プールの冷却機能が喪失するこ

とを前提とした，深刻な災害が万が一にも起こらないといえる程度に根本的

な対策を講じなければならないということである。 

しかし，債務者が福島第一原発事故に本件原発に講じた対策は，可搬式の

消防ポンプによる使用済み核燃料プールへの直接注水等の対策に限られ，い

ずれも人為的な作業を伴い，いくつもの要件を満たして初めて効を奏するも

のであり，コストに配慮した弥縫策にとどまるものである。 

 

第２ 深刻な災害が万が一にも起こらないというために必要な対策が講じられてい

ないこと 

１ 使用済み核燃料が堅固な施設によって囲い込まれていないこと 

（１）福井地方裁判所平成２７年４月１４日高浜原発３，４号機運転差止仮処分

決定は，使用済み核燃料も原子炉格納容器の中の炉心部分と同様に外部から

の不測の事態に対して堅固な施設によって防御を固められる必要があるとし，

かかる規制を行っていない新規制基準は，緩やかにすぎ，合理性を欠くと判

断した（３９～４５頁）。 

上記判示は，前記福島第一原発事故で実際に生じた事実ないし生じるおそ

れがあった事実を基礎に置くものであり，妥当である。 

（２）上記判示は，決して独自の考えではない。日本原子力学会も，福島第一原

発事故からの教訓として，「建屋が破損した後の使用済み燃料の閉じ込めに課

題がある」としているし（甲Ｄ１４・９頁），また，「実録ＦＵＫＵＳＨＩＭ

Ａ‐アメリカも震撼させた核災害」の共著者である，憂慮する科学者同盟の

エドウィン・ライマン氏も，使用済み核燃料プールが密閉性の格納容器の中

に入っていない危険性を指摘している（甲Ｄ１３・１１９１頁）。 

（３）そもそも，原発の安全とは，放射線に係る危険から「一般公衆を適切に保

護する」ということで，その最も主要な部分は「放射性物質の環境への放出
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を防止すること」である。放射性物質の拡散を防止するのであれば，施設内

の放射性物質を何重にも囲っておくというのは，誰でも考えつくところであ

る。原子炉の中には様々な放射性物質があるが，その中でも最も量が多く，

しかも放散し易いものを多く含み，したがって最も重視すべきものは，核分

裂反応の結果できる核分裂生成物である。原発の安全確保の最も主要な部分

は，この核分裂生成物の拡散を防止するための「壁」の健全性を，平常時に

も事故時にも，いかにして維持するか，すなわち，「閉じ込めるか」というこ

とである。 

しかし，使用済み核燃料は，原子炉内の核燃料よりも核分裂生成物をはる

かに多く含むにもかかわらず，建屋という極めて脆弱な「壁」によってしか

囲われていない。福島第一原発事故で水素爆発により４号機建屋の屋根が吹

き飛び，使用済み核燃料プールがむき出しになったことからも建屋の脆弱性

は明らかであるが，建屋の脆弱性は，水素爆発が起きた場合に限られない。

例えば，本件原発の使用済み核燃料プールを囲んでいる燃料取扱建屋は，鉄

骨造であるところ，その外壁及び屋根は，１００ｍ／ｓの竜巻が襲来した場

合，鋼製材の飛来物の衝突によって貫通が生じるという程度の脆弱性である

（なお，原子炉格納容器がある原子炉には，このような竜巻による飛来物が

侵入するおそれはないと評価されている。）。 

上記原発の安全確保の最も主要な部分である，いかにして「閉じ込めるか」

という観点からすれば，使用済み核燃料を堅固な施設によって囲い込むとい

う対策は，合理的であり，また，前記福島第一原発事故で実際に生じた事実

ないし生じるおそれがあった事実からすれば，深刻な災害が万が一にも起こ

らないというために必要な対策というべきであるが，本件原発では当該対策

は講じられていない。 
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２ 使用済み核燃料プールの冷却設備の耐震クラスがＢクラスであること 

（１）福井地方裁判所平成２７年４月１４日高浜原発３，４号機運転差止仮処分

決定は，使用済み核燃料プールの冷却設備の耐震クラスがＢクラスであるこ

とから，地震が基準地震動を超えるものであればもちろん，超えるものでな

くても，使用済み核燃料プールの冷却設備が損壊する具体的危険性があると

し，使用済み核燃料プールの冷却設備の耐震クラスをＢクラスとしている新

規制基準は，緩やかにすぎ，合理性を欠くと判断した（４２～４５頁）。 

また，大津地方裁判所平成２８年３月９日高浜原発３，４号機運転差止仮

処分決定も，使用済み核燃料プールの冷却設備が原子炉と異なり一段簡易な

扱い（Ｂクラス）となっていることを指摘して，使用済み核燃料の危険性か

ら，原子炉だけでなく，使用済み核燃料プールの冷却設備もまた基本設計の

安全性に関わる重要な施設として安全性審査の対象となるものというべきで

あると判断した（４７～４８頁）。 

前記福島第一原発事故で実際に生じた事実ないし生じるおそれがあった事

実からすれば，上記各判示は，妥当である。 

（２）本件原発の使用済み核燃料プールの冷却設備も，Ｓクラスとして審査され

ておらず，基準地震動に対する耐震安全性が確認されていないから，深刻な

災害が万が一にも起こらないというために必要な対策が講じられているとは

いえず，具体的危険性が認められる。 

 

３ 使用済み核燃料プールの計測装置がＣクラスであること 

（１）福井地方裁判所平成２７年４月１４日高浜原発３，４号機運転差止仮処分

決定は，事故時の事態の把握の困難性から，使用済み核燃料プールの計測装

置がＳクラスであることが必要だとし，使用済み核燃料プールの計測装置の

耐震クラスをＣクラスとしている新規制基準は，緩やかにすぎ，合理性を欠

くと判断した（４４～４５頁）。 
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（２）水位計や温度計の計測装置が脆弱で破損する可能性があるということは，

使用済み核燃料プールの水位が低下し温度が上昇した場合に，正確な状況の

把握が困難になることを意味する。例えば，福島第一原発事故では，１号機

で水位計が誤った数値を示していたため，電源がなくても機能するはずだっ

た非常用復水器が作動していないことに長時間気づかず，水位が保たれてい

ると見ていたことが，メルトダウンを早めたと見られている（甲Ｄ１５・第

１章）。 

米国スリーマイル島原発事故でも，長時間にわたって水位が保たれている

と誤認していたことが事故の進展に決定的な役割を果たした。 

国会事故調は，福島第一原発事故では，電源喪失による計装系の機能喪失

が大きな問題であったが，仮に電源があっても炉心溶融後は，設計条件を遥

かに超えており，計測器そのものがどこまで機能するか，既設原発での計器

類の耐性評価を実施し，設備の強化及び増設を含めて検討する必要があると

提言している。 

これらの事実からすれば，使用済み核燃料プールの計測装置がＳクラスで

あることの必要性を指摘する上記判示は，妥当である。 

（３）本件原発の使用済み核燃料プールの計測装置も，Ｓクラスとして審査され

ておらず，基準地震動に対する耐震安全性が確認されていないから，深刻な

災害が万が一にも起こらないというために必要な対策が講じられているとは

いえず，具体的危険性が認められる。 

 

４ 稠密化された使用済み核燃料プールの危険性 

（１）前記エドウィン・ライマン氏は，新規制基準下で市民が関心を持ち続けな

ければならない脅威，規制当局が十分な注意を払っていない脅威として，次

のように稠密な形で使用済み核燃料を入れたプールの危険性を指摘し，乾式

貯蔵の導入により使用済み核燃料の密度を下げることを提言している（甲Ｄ
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１３・１１９３頁）。 

何十年にもわたって原子力「エスタブリッシュメント」は，使用済み燃料

火災の脅威を深刻に捉えてこなかった。炉心溶融と比べてリスクが非常に小

さいと信じてきたからである。たしかに，プール内の燃料は最近炉心から取

り出されたばかりの燃料を除けば，運転中の燃料よりずっと冷えている。そ

のため，多くの事故シナリオでは，発電所の作業員らは，プールの水が沸騰

してなくなり，使用済み燃料が危険なレベルにまで過熱する前に使用済み燃

料プールの冷却を復旧するための期間として，何日も，場合によっては何週

間も与えられている。 

しかし，状況によってはこの事情は劇的に変わりうる。例えば，大きな地

震や場合によってはテロ攻撃によってプールのステンレス鋼製のライナーが

引き裂かれると，わずか数時間のうちにプールの冷却水が完全に流れ出して

しまう可能性がある。プール内の使用済み燃料の配列の仕方や前回の燃料交

換用原子炉停止からの経過期間などの要因により，使用済み燃料プールの冷

却材喪失事故は，壊滅的なものになりうる。 

使用済み燃料プール火災のリスクに影響を与えるもう一つの要因は，使用

済み燃料を高稠密化ラックに詰め込むという一般的な方法である。（略）規制

当局は徐々に原発運転者らに対し，使用済み燃料プールへの高密度ラックの

導入を許可していった。これにより，貯蔵容量が大幅に増えた。しかし，詰

め込む使用済み燃料の量が増えると，熱負荷の負担が大きくなり，それぞれ

の燃料集合体の冷却が難しくなる。 

使用済み核燃料の安全性に関しては，多重防護に対する原子力規制委員会

のアプローチは，主として使用済み燃料プール冷却と補給水の注入のための

緊急時用システムの信頼性の向上を要求することになっている。 

このような措置はもちろん非常に重要ではある。しかし，これらの措置は
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要員による手動措置を前提としている。そうした措置は本質的にリスクのあ

るもので，すべての使用済み燃料プール火災を防止するという点では効果的

ではないという可能性が残る。 

原子力規制委員会は，パッシブな方法で事故およびテロリスト攻撃からの

リスクを減らすことのできる追加的多重防護措置の検討を無視してきてい

る。その方法とは，電力会社に対し，燃料の一部を乾式貯蔵に移すことによ

ってプールに貯蔵されている使用済み核燃料の密度を下げるよう要求すると

いうものである。 

（２）福島第一原発事故においても乾式貯蔵設備の健全性は保たれたことなどか

ら，日本原子力学会は，空冷の中間貯蔵設備の導入を提言している（甲Ｄ１

４・９頁）。 

本件原発の使用済み核燃料プールも，リラッキング，伊方原発１，２号機

との共用化等により使用済み核燃料の稠密化が行われているのであり（甲Ｄ

１６・５頁），乾式貯蔵の導入により使用済み核燃料の密度を下げる必要性が

ある。 

このように乾式貯蔵の導入により使用済み核燃料の密度を下げる対策は，

深刻な災害が万が一にも起こらないようにするという立場に立つならば，将

来の対策として先送りが許されるものではなく，直ちに実施されなければな

らないものである。 

なお，伊方原発の使用済み核燃料の貯蔵割合は，約５年で８５％に達する

と試算されている（甲Ｄ１６・８頁）。 

（３）また，米国では，９．１１テロを受けて策定したＢ．５．ｂにおいて，加

熱によるジルコニウム火災のリスクを軽減するための方法として，原子炉か

ら取り出したホットな使用済み核燃料を市松模様にして使用済み核燃料ラッ

クに配置する運用が指示されているが（甲Ｃ１０・１３６頁），新規制基準で

は，当該運用は要求されていない。 
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当該運用は，稠密化されている使用済み核燃料プールにおけるジルコニウ

ム火災のリスクを軽減するための方法として，容易に実施できるものであり，

米国のＢ．５．ｂにおいて指示されていることからすれば，「確立された国際

的な基準」といえるにもかかわらず，新規制基準は，これを踏まえていない。 

本件原発についても，原子炉から取り出した使用済み核燃料を市松模様に

して使用済み核燃料ラックに配置する運用が計画されているか否かの審査が

なされていないから，深刻な災害が万が一にも起こらないというために必要

な対策が講じられているとはいえず，具体的危険性が認められる。 

 

５ 重量物の落下による危険性 

本件原発の使用済み核燃料プールにおいては，地震時にクレーン本体，移送

中のキャスク等の重量物が落下し，使用済み核燃料プール又は使用済み核燃料

が破損する危険性があるから，深刻な災害が万が一にも起こらないというため

に必要な対策が講じられているとはいえず，具体的危険性が認められる。 

以上 

 


